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経 営 情 報 

(
自 平成１８年 ４月 １ 日
至 平成１９年 ３月３１日)  

１．会社の現況 

(1) 事業の経過及び成果 

当事業年度におけるわが国経済は、家計にとっての好況感は薄いものの、好調な企業収益を背景に設備投資が増

加するなど、全体としては景気拡大を継続しております。 

このような経済環境のなか、クレジット業界においては、総合あっせん市場は順調に拡大しているものの、個品

あっせん事業に関する風評リスクの増大や融資事業における利息返還請求の増加、利息返還損失引当金の計上基準の

厳格化、改正貸金業法の公布など対処すべき経営課題が多々発生しております。さらに、業界再編によるメガカード

会社の誕生や異業種からの新規参入等もあり、業界内の競争はより厳しさを増しております。このような経営環境に

加え、当社においては、平成１８年４月に親会社であるアイフル株式会社に対する行政処分が発生したことから、一

時的に自主的な回収及び営業案内の自粛を行ったため、当事業年度の営業収益、損益面へ大きな影響が発生いたしま

した。 

このような状況を受け、今後の収益基盤の再構築に向けて、抜本的なコストの見直しと融資事業へ過度に依存し

ないビジネスモデルへの転換を目指し「事業構造改革」に着手いたしました。当事業年度においては、平成１９年３

月末までに店舗再編を完了させたほか、店舗再編に伴う要員適正化、人員効率化による事業体質強化を目的とした約

４５０名の希望退職の募集を実施しております。 

営業面では、前事業年度に引き続き営業力の強化に努めた結果、コア事業と位置付けるクレジットカード事業は

順調に拡大しており、ブランドイメージの確立と向上についても、好評なＷＥＢ連動型ＴＶＣＭや、ゴルフトーナメ

ント等の各種イベント協賛により、認知度、好意度は上昇しております。また、事業者向け融資や事業者向け保証商

品等、法人ビジネスの開拓にも注力しております。 

一方、個品あっせん事業においては、加盟店との取引方針を転換した結果、大幅に取扱高が減少しており、融資

事業においても、営業案内の自粛や与信基準の見直し等の影響により、営業貸付金残高が減少しております。 

これらの結果、営業収益は１，２７４億２５百万円（前期比３．６％減）となり、営業費用面では、利息返還損

失引当金、貸倒引当金を大幅に積み増ししたことにより経常損失は１８９億５７百万円、また、事業構造改革による

店舗統廃合費用、希望退職に伴う退職一時金等の特別損失計上や繰延税金資産の取り崩しに伴う税金費用の発生があ

り、当期純損失は４３３億１３百万円と大幅な損失を計上いたしました。 

 

部門別の事業概況につきましては以下の通りです。 

 

(総合あっせん部門) 

クレジットカード事業につきましては、新たなプロパーカード商品であるゴールドカードの募集、発行を開始い

たしました。このほか、提携カードについても、小売業との提携のほか、ＮＰＯ法人との提携など、さまざまな提携

カードの発行による一層の拡大を図っております。当事業年度中にクレジットカード会員数は９６万人増加し、期末

会員数は１，４０６万人（前期比７．４％増）となりました。また、電気・ガス・水道代等の公共料金決済登録につ

いても、キャンペーン等の実施により順調に拡大しております。 

この結果、当事業年度の取扱高は５，６８０億２６百万円（前期比１９.２％増）となりました。 

 
(個品あっせん部門) 

個品あっせん事業につきましては、リフォーム業者の高齢者に対する販売方法の社会問題化を受け、加盟店取引

方針の大幅な転換を行いました。また、引き続き定期的な加盟店途上与信を実施することに加え、加盟店審査基準を

一層厳格化する対応を行っております。 

この結果、当事業年度の取扱高は３６２億６８百万円（前期比７０.３％減）となりました。 

 

(信用保証部門) 

保証事業につきましては、新たに３行の金融機関と提携を開始し、累計の提携金融機関は１２９行となりました。

また、保証新商品として平成１８年１１月より、事業者向け新商品「ライフビジネスローン」の取り扱いを開始いた

しました。 

しかしながら、新規提携先との取扱開始が第３四半期からとなったことなどにより、当事業年度の取扱高は２４

３億９０百万円（前期比１８.８％減）となりました。 



(融資部門) 

融資事業につきましては、新たに「事業者向け不動産担保ローン」及び「ライフ目的別ローン」の販売を開始し、

商品ラインナップの充実による新規顧客の獲得を図っております。 

しかしながら、営業案内の自粛、与信基準の見直しなどの影響もあり、当事業年度の取扱高は３，１９８億７１

百万円（前期比８.０％減）となりました。 



２．比較貸借対照表 
（単位：百万円） 

前事業年度 

（平成 18 年 3月 31 日現在） 

当事業年度 

（平成 19 年 3月 31 日現在） 

期 別 
 
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 
（ 資 産 の 部 ） 

Ⅰ 流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
割 賦 売 掛 金 
営 業 貸 付 金 
信 用 保 証 割 賦 売 掛 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
Ⅱ 固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
無 形 固 定 資 産 
投 資 そ の 他 の 資 産 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 

629,973

39,022

217,872

292,951

91,450

10,167

18,671

△40,162

24,091

7,252

9,168

7,669

2,225

5,444

％

96.3

3.7

 

605,644 

46,019 

183,794 

323,686 

83,013 

2,088 

18,150 

△51,107 

 

21,021 

6,901 

9,291 

4,828 

－ 

4,828 

％

96.6

3.4

資 産 合 計 654,064 100.0 626,666 100.0

 
 
 



 
（単位：百万円） 

前事業年度 

（平成 18 年 3月 31 日現在） 

当事業年度 

（平成 19 年 3月 31 日現在） 

期 別 
 
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 
（ 負 債 の 部 ） 

Ⅰ 流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
信 用 保 証 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
1 年以内返済予定の長期借入金 

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 

未 払 金 
未 払 法 人 税 等 
預 り 金 
割 賦 利 益 繰 延 
賞 与 引 当 金 
ポ イ ン ト 引 当 金 
利 息 返 還 損 失 引 当 金 
事 業 構 造 改 革 引 当 金 
そ の 他 

 
Ⅱ 固 定 負 債 
社 債 
長 期 借 入 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
利 息 返 還 損 失 引 当 金 
そ の 他 

326,692

6,573

17,506

91,450

59,900

76,695

25,000

3,383

334

27,407

14,020

1,302

620

1,646

－

853

195,964

10,000

183,928

42

－

1,993

％

50.0

30.0

 

 

297,162 

5,990 

18,600 

83,013 

74,970 

64,991 

－ 

5,089 

5,071 

23,637 

8,453 

1,058 

448 

－ 

4,887 

951 

 

241,512 

10,000 

202,911 

68 

26,500 

2,032 

％

47.4

38.5

 

負 債 合 計 522,656 80.0 538,674 85.9

 

 



 

（単位：百万円） 
前事業年度 

（平成 18 年 3月 31 日現在） 

当事業年度 

（平成 19 年 3月 31 日現在） 

期 別 
 
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 
（ 純 資 産 の 部 ） 

Ⅰ 株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 
その他有価証券評価差額金  

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

 

87,846 

70,000 

262 

262 

17,583 

17,583 

60,800 

△43,216 

145 

145 

14.1

0.0

純 資 産 合 計 － － 87,992 14.1

負 債 純 資 産 合 計 － － 626,666 100.0

（ 資 本 の 部 ） 
Ⅰ 資 本 金 
Ⅱ 資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 
別 途 積 立 金 
当 期 未 処 分 利 益 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

70,000

262

262

60,897

46,800

14,097

247

10.7

0.0

9.3

0.0

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－

－

－

資 本 合 計 131,407 20.0 － －

負 債 及 び 資 本 合 計 654,064 100.0 － －

 



３．比較損益計算書 

（単位：百万円） 
第 47 期 

(
自  平成 17 年 4 月 1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日) 

第 48 期 

(
自 平成 18 年 4 月 1 日

至 平成 19 年 3 月 31 日) 

期  別 

 

科  目 

 金 額 百分比 金 額 百分比 

 ％ ％

Ⅰ 営業収益     

  総合あっせん収益 11,275 8.5 12,754 10.0

  個品あっせん収益 17,638 13.4 12,965 10.2

  信用保証収益 4,241 3.2 4,134 3.2

  融資収益 90,200 68.2 90,187 70.8

  その他の収益 8,842 6.7 7,319 5.7

  金融収益 52 0.0 64 0.1

 営業収益合計 132,251 100.0 127,425 100.0

Ⅱ 営業費用     

  販売費及び一般管理費 100,419 76.0 139,358 109.4

  金融費用 6,936 5.2 7,147 5.6

 営業費用合計 107,356 81.2 146,505 115.0

 営業利益又は営業損失（△）  24,895 18.8 △19,079 △15.0

 Ⅲ 営業外収益 156 0.1 135 0.1

 Ⅳ 営業外費用 18 0.0 13 0.0

 経常利益又は経常損失（△） 25,032 18.9 △18,957 △14.9

 Ⅴ 特別利益 159 0.1 649 0.5

 Ⅵ 特別損失 1,251 0.9 9,613 7.5

 
税引前当期純利益又は 

税引前当期純損失（△） 
23,940 18.1 △27,921 △21.9

 法人税，住民税及び事業税 172 0.1 4,918 3.9

 法人税等調整額 9,739 7.4 10,473 8.2

 
当期純利益又は 

当期純損失（△） 
14,028 10.6 △43,313 △34.0

 



４．株主資本等変動計算書 
 

当事業年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日) （単位：百万円） 
  株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益 

剰 余 金  資本金 資 本 

準備金 

資 本 

剰 余金 

合 計 別途積立金
繰 越 

利 益 

剰余金 

利 益 

剰余金 

合 計 

株 主 

資 本 

合 計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 70,000 262 262 46,800 14,097 60,897 131,160

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立  14,000 △14,000 － －

当期純損失  △43,313 △43,313 △43,313

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
   

事業年度中の変動額合計  14,000 △57,313 △43,313 △43,313

平成 19 年 3 月 31 日残高 70,000 262 262 60,800 △43,216 17,583 87,846

 
評価・換算差額等 

 その他有価証 

券評価差額金 

評価・換算

差 額 等

合 計

純資産合計

平成 18 年 3 月 31 日残高 247 247 131,407

事業年度中の変動額  

別途積立金の積立  －

当期純損失  △43,313

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
△101 △101 △101

事業年度中の変動額合計 △101 △101 △43,415

平成 19 年 3 月 31 日残高 145 145 87,992

 



５．部門別取扱高 
（単位：百万円） 

（注）１．（ ）内は元本取扱高であります。 

２．取扱高には消費税等が含まれております。 

 

期 別 

部 門 

前事業年度 

(
自 平成 17 年 4 月 1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日)  

当事業年度 

(
自 平成 18 年 4 月 1 日

至 平成 19 年 3 月 31 日)  

総 合 あ っ せ ん ４７６，３４３ 
（４７４，１８２） 

５６８，０２６ 
（５６５，３４０） 

個 品 あ っ せ ん 
１２１，９１１ 

（１０７，９７４） 

３６，２６８ 

（３２，５２８） 

信 用 保 証 
３０，０３２ 

（３０，０３２） 

２４，３９０ 

（２４，３９０） 

融 資 
３４７，８６１ 

（３４７，８６１） 

３１９，８７１ 

（３１９，８７１） 

計 ９７６，１４９ ９４８，５５７ 



【ご参考】 

（単位：百万円） 

分 類 営業資産残高（＊１） Ｂ／Ｓ上の資産 差額（＊２） 
総 合 あ っ せ ん １１７，２２２ ９４，５４１ ２２，６８１

個 品 あ っ せ ん １１２，５１２ ８０，３７６ ３２，１３５

信 用 保 証 ８３，０１３ ８３，０１３ －

融 資(カードキャッシング) ２２９，９８４ １８９，９３４ ４０，０５０

融 資( ﾌ ﾟ ﾚ ｲ ｶ ｰ ﾄ ﾞ ) １６４，８８０ １３２，３５６ ３２，５２３

そ の 他 １０，２７１ １０，２７１ －

計 ７１７，８８４ ５９０，４９３ １２７，３９０

＊１ 債権流動化により、会計上はバランスシ－トから除外されている営業債権を含めた数値であります。 

＊２ 債権流動化により、バランスシートから除外されている営業債権の金額 

 

クレジットカード事業 2006／03期 2007／03期 
ﾌﾟﾛﾊﾟｰｶｰﾄﾞ 1,820千人 1,961千人 
提携ｶｰﾄﾞ 11,276千人 12,103千人 

有効カード会員

数 

計 13,096千人 14,065千人 
ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ 476,343百万円 568,026百万円 
ｷｬｯｼﾝｸﾞ 245,926百万円 244,218百万円 

 

カード取扱高 

計 722,270百万円 812,244百万円 

ローンカード（プレイカード）会員数 328千人 293千人 
ローンカード（プレイカード）残高（＊１） 173,257百万円 164,880百万円 
営業ネットワーク  
支店数 69店 56店 

有人 110店 41店 
無人 100店 74店 

ﾗｲﾌｷｬｯｼｭﾌﾟﾗｻﾞ 

計 210店 115店 
カードブランド店 ９店 12店 

 

ＡＴＭ設置台数 246台 150台 
従業員数 1,862人 1,886人 
加盟店数（企業単位） 98,383企業 101,575企業 

 
 

以上 


